
履行能力確認調査における数値的判断基準

履行能力確認調査・審査基準（平成１５年４月１日施行）第１項第７号に規定する

「数値的判断基準」は，他に定めがあるほかこの基準によるものとする。

１ 定義

この基準において，以下の各号に掲げる用語の意義は，それぞれ当該各号に定め

るところによる。なお，金額については，すべて消費税及び地方消費税を含まない

額とする。

(1) 調査対象者 履行能力確認調査の対象者をいう。

(2) 純工事費相当額 別表中の工事区分の欄に定める工事の種別に応じて同表中の

純工事費相当額の欄に掲げる額をいう。

(3) 現場管理費相当額 別表中の工事区分の欄に定める工事の種別に応じて同表中

の現場管理費相当額の欄に掲げる額をいう。

(4) 一般管理費相当額 別表中の一般管理費相当額の欄に掲げる額をいう。

(5) 調査基準価格 建設工事執行規則取扱要綱（平成１５年４月１日施行。以下

「取扱要綱」という。）第１５で規定する調査基準価格をいう。

(6) 設計額 取扱要綱第１５で規定する設計額をいう。

(7) 有効な入札 宮城県から建設工事執行規則（昭和３９年宮城県規則第９号）第

４条第１項の規定に基づく建設工事競争入札参加登録を受け，当該入札案件の入

札参加資格条件に示された「登録業種」，「登録等級」，「事業所の所在地に関

する条件」及び「優遇措置条件」のいずれも満たしている業者が行った入札をい

う。

(8) 全入札者 予定価格の範囲内で有効な入札を行った者すべての者をいう。

(9) 入札率 入札者の入札金額を予定価格で除した率をいう。

(10)下請金額の合計額 直接工事費に計上された下請金額の合計額をいう。

(11)各細別の入札率 直接工事費の各細別における，設計額に対する入札額の割合

をいう。

(12)各細別の下請金額 直接工事費の各細別に計上された下請金額をいう。

２ 数値的判断基準

数値的判断基準として，純工事費相当額に対応した純工事費基準，現場管理費相

当額に対応した現場管理費基準，一般管理費相当額に対応した一般管理費基準及び

直接工事費を対象とした元請下請適正化基準を設定し，いずれかを満足しない場合

は，調査対象者の行った入札を「公正な入札を妨げるおそれがある入札」として，

調査対象者を落札不適当とする。

３ 純工事費基準

調査対象者の純工事費相当額が，次の失格判断基準額１を下回る場合は，当該調

査対象者を落札不適当とする。

(1) 失格判断基準額１



イ 失格判断基準額１は，次の式により求める。

全入札者の純工事費相当額の平均額×０．９７

（ただし，全入札者が５者以上の場合は，入札者の工事費内訳書において

計上されている純工事費相当額（以下「入札者の純工事費相当額」とい

う。）の最高金額の１者と最低金額の１者を除外するものとする。また，

入札者の純工事費相当額が，設計額の純工事費相当額を上回る場合につい

ては，設計額の純工事費相当額に置き換えるものとし，入札者の純工事費

相当額が，設計額の純工事費相当額に９０／１００を乗じた額（１円未満

は切り捨てる。以下「９０％相当額」という。）を下回る場合について

は，９０％相当額に置き換えるものとする。）

ロ 全入札者の純工事費相当額の平均額に１円未満の端数が生じたときは，これ

を切り捨てるものとする。

ハ 失格判断基準額１に千円未満の端数が生じたときは，これを切り捨てるもの

とする。

ニ 全入札者が３者未満の入札の場合は，失格判断基準額１は適用しない。ただ

し，３者以上の有効な入札があった入札において，落札者としなかった者の入

札を有効な入札から除いて２者以下になった場合については，この限りではな

い。

４ 現場管理費基準

調査対象者の現場管理費相当額が，次の失格判断基準額２を下回る場合は，当該

調査対象者を落札不適当とする。

(1) 失格判断基準額２

イ 失格判断基準額２は，次の式により求める。

設計額における現場管理費相当額×０．７

ロ 失格判断基準額２に千円未満の端数が生じたときは，これを切り捨てるもの

とする。

５ 一般管理費基準

調査対象者の一般管理費相当額が，次の失格判断基準額３を下回る場合は，当該

調査対象者を落札不適当とする。

(1) 失格判断基準額３

イ 失格判断基準額３は，次の式により求める。

設計額における一般管理費相当額×０．６

ロ 失格判断基準額３に千円未満の端数が生じたときは，これを切り捨てるもの

とする。

６ 元請下請適正化基準

調査対象者の直接工事費（労務費，材料費及び直接経費）のうち下請負に附す部

分の金額について，次の失格判断基準額４の算定値が１に満たない場合は，当該調

査対象者を落札不適当とする。

(1) 失格判断基準額４

イ 失格判断基準額４の算定値は，次の式により求める。



直接工事費における想定下請入札率÷入札率

ロ 直接工事費における想定下請入札率は，次式により算出するものとする。

下請金額の合計額÷Σ（各細別の下請金額÷各細別の入札率）

ハ 建築工事及び建築設備工事は，元請下請適正化基準を適用しないものとす

る。

７ 落札者としなかった場合の取扱い

調査対象者を落札者としなかった場合において，取扱要綱第２２第２項で規定す

る次順位価格が調査基準価格を下回る価格であったときは，改めて数値的判断基準

を適用するものとする。

ただし，総合評価落札方式を適用したものについては，別に定めるものとする。

附 則

この基準は，平成１７年４月１日から施行する。

附 則

この基準は，平成１８年２月１５日から施行する。

附 則

この基準は，平成１８年１０月１日から施行する。

附 則

この基準は，平成１９年１１月１日から施行する。

附 則

この基準は，平成２０年４月１日から施行する。

附 則

この基準は，平成２１年１月１日から施行する。

附 則

この基準は，平成２１年４月１日から施行する。

附 則

この基準は，平成２１年８月１日から施行する。

附 則

この基準は，平成２２年２月１５日から施行する。

附 則

この基準は，平成２３年６月１日から施行する。

附 則

この基準は，平成２４年１０月１日から施行する。

附 則

１ この基準は，平成２５年９月１日から施行する。

２ 第６の元請下請適正化基準は，当分の間，適用しないものとする。

附 則

１ この基準は，平成２９年１０月１日から施行する。

２ 第６の元請下請適正化基準は，当分の間，適用しないものとする。

附 則

１ この基準は，令和元年１０月１日から施行する。

２ 第６の元請下請適正化基準は，当分の間，適用しないものとする。



別表

工事区分 純工事費相当額 現場管理費相当額 一般管理費相当額

土木工事 次の額を合算した額 現場管理費 一般管理費

建築工事 直接工事費

建築設備工事 共通仮設費

建築機械工事

建築電気工事

施設機械設備工事 次の額を合算した額 次の額を合算した額

水道設備工事 機器費 工場管理費(製作)

下水道設備工事 直接製作費 現場管理費(据付)

鋼橋上部工事 間接(二次)労務費 据付間接費(据付)

電気通信設備工事 直接工事費 (据付) 設計技術費

揚排水機場設備工事 共通仮設費 (据付) 機器間接費

水門設備工事

等

【参考】

工 事 原 価 ＝ 純工事費相当額 ＋ 現場管理費相当額

工 事 価 格 ＝ 工事原価 ＋ 一般管理費等



【令和元年１０月１日以降に入札公告等を行う工事に適用】 
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建設工事の履行能力確認調査における数値的判断基準について 

１ 対象工事 

施工体制事前提出方式（オープンブック方式）を適用した建設工事で，調査基準価格を下回った入札を対象

とする。 

調査基準価格（税抜き）（千円未満切り捨て） 

＝  設計額における純工事費相当額 ×０．９７ 

＋ 設計額における現場管理費相当額×０．７５ 

＋ 設計額における一般管理費等  ×０．６５ 

ただし，その額が設計額に10分の9.2を乗じて得た額を超える場合にあっては設計額に10分の9.2を乗じて得

た額とし，設計額に10分の7.5を乗じて得た額に満たない場合にあっては設計額に10分の7.5を乗じて得た額と

する。 

２ 数値的判断基準 

数値的判断基準に，純工事費に対応した純工事費基準，現場管理費に対応した現場管理費基準，一般管理費

に対応した一般管理費基準及び直接工事費を対象とした元請下請適正化基準を設定し，いずれかを満足しない

場合は，当該入札を「公正な入札を妨げるおそれがある入札」として落札不適当とする。 

数値的判断基準の主な特徴は以下のとおりである。 
 
○純工事費基準 ： 工事目的物を完成させるために最低限必要な直接及び間接経費について，市場性も考慮

し一定の数値的判断基準を設定するもの。 
 
○現場管理費基準： 工事を管理，運営するために最低限必要な元請及び下請の経費について，一定の数値的

判断基準を設定するもの。 
 
○一般管理費基準： 工事の施工にあたり，企業の経営，管理及び活動に必要な本社(店)及び支社(店)におけ

る経常的な最低限必要な経費について，一定の数値的判断基準を設定するもの。 
 
○元請下請適正化基準： 工事の施工にあたり，工事目的物を構築する上で最低限必要な直接工事費（労務費，

材料費及び直接経費）のうち下請負に附す部分の金額について，一定の数値的判断基

準を設定するもの。（ただし，当分の間は適用しない。） 

 
 

図－１ 数値的判断基準の設定範囲（土木工事の例） 

元請下請適正化基準の設定 

 

 

現場管理費基準の設定 

 

 

一般管理費基準の設定 

工事価格 

(入札額) 
工事原価 

 

一般管理費等 

 

純工事費 

 

現場管理費 

 

直接工事費 

共通仮設費 

純工事費基準の設定 

直接工事費の構成：労務費，材料費，直接経費 

共通仮設費の構成：運搬費，準備費，事業損失防止施設費，安全費，役務費，技術管理費，営繕費 

現場管理費の構成：労務管理費，安全訓練等に要する費用，保険料，従業員給料，法定福利費，福利厚生

費，通信交通費，外注経費，工事登録費等 

一般管理費等の構成：役員報酬，従業員給料手当，退職金，法定福利費，福利厚生費，修繕維持費，事務

用品費，通信交通費，動力用水光熱費，調査研究費，公告宣伝費，交際費，寄付金，

地代家賃，減価償却費，保険料，契約保証費，付加利益等 
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２－１ 用語の定義（以下，金額は，すべて消費税及び地方消費税を除いた額とする。） 
 
(1) 調査対象者 履行能力確認調査の対象となる入札者をいう。 

 

(2) 純工事費相当額 別表中の工事区分の欄に定める工事の種別に応じて同表中の純工事費相当額の欄に掲

げる額をいう。 

 

(3) 現場管理費相当額 別表中の工事区分の欄に定める工事の種別に応じて同表中の現場管理費相当額の欄

に掲げる額をいう。 

 

(4) 一般管理費相当額 別表中の一般管理費相当額の欄に掲げる額をいう。 

 

(5) 調査基準価格 設計額の純工事費相当額×0.97＋設計額の現場管理費相当額×0.75＋設計額の一般管理 

費等×0.65 をいう。ただし，その額が設計額に10分の9.2を乗じて得た額を超える場合にあっては設計額に10分の9.2

を乗じて得た額とし，設計額に10分の7.5を乗じて得た額に満たない場合にあっては設計額に10分の7.5を乗じて得た額と

する。 

(6) 設計額 発注者が積算した金額をいう。 

(7) 有効な入札者 入札期日において，下記のいずれも満たして入札した者をいう。 

イ 宮城県建設工事競争入札参加心得（平成１５年４月１日施行。以下「入札参加心得」という。）第１１に 

該当し，無効とならなかった者（ただし，入差参加心得第３第２項に該当する場合を除く） 

ロ 宮城県から建設工事執行規則（昭和３９年宮城県規則第９号）第４条第１項の規定に基づく建設工事競 

争入札参加登録を受けている者 

ハ 当該入札公告において「入札に参加できる者に必要な資格に関する事項」の入札参加資格条件に示され

た「登録業種」，「登録等級」，「事業所の所在地に関する条件」及び「優遇措置条件」のいずれも満たして

いる者（条件付一般競争入札の場合に限る） 

ニ 入札金額が予定価格の範囲内の者 

 

(8) 全入札者 有効な入札者すべての者をいう。 

 

(9) 入札率 入札者の入札金額を予定価格で除した率をいう。 

 

(10) 下請金額の合計額 入札者の工事費内訳書における直接工事費に計上された下請金額の合計額をいう。 

 

(11) 各細別の入札率 入札者の工事費内訳書の直接工事費の各細別における，設計額に対する入札額の割合を 

いう。 

 

(12) 各細別の下請金額 入札者の工事費内訳書における直接工事費の各細別に計上された下請金額をいう。 

 

２－２ 純工事費基準 

調査対象者の入札金額における純工事費相当額が，次の失格判断基準額１を下回る場合は，当該入札を「公 

正な入札を妨げるおそれがある入札」として落札不適当とする。 

（全入札者が３者未満の入札の場合は適用しない。） 
 

失格判断基準額１ 
 

全入札者の純工事費相当額の平均額×０．９７                    （千円未満切り捨て） 

 

（ただし，全入札者が５者以上の場合の上記の「全入札者の純工事費相当額の平均額」は，「有効な入札

者の工事費内訳書において計上されている純工事費相当額（以下「入札者の純工事相当額」という。）の

最高金額の１者と最低金額の１者を除外した入札者の純工事費相当額の平均額」とする。 

 また，入札者の純工事費相当額が設計額の純工事費相当額を上回る場合については，設計額の純工事

費相当額に置き換えるものとし，入札者の純工事費相当額が，設計額の純工事費相当額に９０／１００

を乗じた額（１円未満は切り捨てる。以下「９０％相当額」という。）を下回る場合については，９０％

相当額に置き換えるものとする。 

     なお，「全入札者の純工事費相当額の平均額」は，１円未満切り捨てとする。） 
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２－３ 現場管理費基準 

調査対象者の入札金額における現場管理費相当額が，次の失格判断基準額２を下回る場合は，当該入札を 

「公正な入札を妨げるおそれがある入札」として落札不適当とする。 
 

失格判断基準額２ 
 

設計額における現場管理費相当額×０．７０                          （千円未満切り捨て） 

 

２－４ 一般管理費基準 

 調査対象者の入札金額における一般管理費相当額が，次の失格判断基準額３を下回る場合は，当該調査対象 

者を落札不適当とする。 
 

失格判断基準額３ 
 

設計額における一般管理費相当額×０．６０                          （千円未満切り捨て） 

 

２－５ 元請下請適正化基準 

  調査対象者の入札金額における直接工事費（労務費，材料費及び直接経費）のうち下請負に附す部分の金額 

について，次の失格判断基準額４の算定値が１に満たない場合は，当該調査対象者を落札不適当とする。 

ただし，当分の間は適用しないものとする。 
 

失格判断基準額４ 
 

直接工事費における想定下請入札率÷入札率＜１．０ 
 

直接工事費における想定下請入札率は，次式により算出するものとする。 

下請金額の合計額÷Σ（各細別の下請金額÷各細別の入札率） 

 

２－６ 落札者としなかった場合の取扱い 

調査対象者を落札者としなかった場合において，次順位価格が調査基準価格を下回る価格であったときは， 

改めて数値的判断基準を適用するものとする。 

ただし，総合評価落札方式を適用したものについては，別に定めるものとする。 

 

２－７ 数値的判断基準の適用除外 

全入札者が３者未満の場合は，数値的判断基準１を適用せず数値的判断基準２～４を行い，履行能力認調査

マニュアルに基づく調査を行う際には，数値的判断基準２～４をクリアした場合であっても工事費内訳書に係

る調査を省略しないものとする。 

 

２－８ 工事費内訳書の提出義務化 

数値的判断基準の適用に際し，入札者の純工事費を確認する必要があることや，予定価格の事前公表が，特

に一般競争入札において積算能力を有しない等の不良不適格業者の安易な参入を招くことにならないようにす

るために，入札時において全ての入札参加者から工事費内訳書の提出を求めるものとする。 

 

３ 工事費内訳書記載内容変更の制限 

数値的判断基準に下請割合の数値を導入することにより，入札時に下請割合を過小に記載した工事費内訳書

を提出するおそれがあることから，調査対象者が落札者となり，工事着手後に下請割合の大幅な増加を行うこ

とのないよう，下請負の承認時において，一定の制限を与えるものとする。 

この場合において，下請割合の大幅な増加とは，入札時に提出された工事費内訳書の下請負予定額に対し，そ

の後の下請負額の増額が工事請負額の３０％を超える場合とし，原則として，下請負を承認しないものとする。 

 

４ 履行能力確認調査の簡素化 

履行能力確認調査の対象となった入札のうち，数値的判断基準により排除されなかった入札については，工

事目的物を構築するための最低限の必要額を確保しているという観点から，基本的に当該入札額によって工事

の履行は可能である，と見なすことができることから，工事費内訳書に係る調査を原則として省略するものと

する。 

なお，東日本大震災に関連する災害復旧等の工事について，特例として，履行能力確認調査の対象となった

入札のうち，数値的判断基準により排除されなかった入札については，誓約書の提出により，履行能力確認調

査回答書の提出を省略するものとする。 
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５ 適用時期 

 令和元年１０月１日から施行し，同日以降に入札公告等を行う工事に適用する。 

 

 

別表 

工事区分 純工事費相当額 現場管理費相当額 一般管理費相当額 

土木工事 

建築工事 

建築設備工事 

  建築機械工事 

  建築電気工事 

次の額を合算した額 

 直接工事費 

 共通仮設費 

現場管理費 一般管理費等 

（純工事費相当額・現

場管理費相当額以外の

費用） 

施設機械設備工事 

   水道設備工事 

   下水道設備工事 

  鋼橋上部工事 

  電気通信設備工事 

   揚排水機場設備工事 

  水門設備工事   等 

次の額を合算した額 

 機器費 

 直接製作費 

 間接(二次)労務費 

 直接工事費(据付) 

 共通仮設費(据付)  

次の額を合算した額 

 工場管理費(製作) 

 現場管理費(据付) 

  据付間接費(据付) 

 設計技術費 

 機器間接費 

 

 

 

【参考】 
 
工事原価 ＝ 純工事費相当額 ＋ 現場管理費相当額 
 
工事価格 ＝ 工事原価 ＋ 一般管理費等 

 

 

 

 



【令和元年10月1日以降に入札公告等を行う工事に適用】

調査基準価格（千円未満切り捨て）

数値的判断基準

有効入札者数 １～２者 ３～４者 ５者以上

失格判断基準額２
（現場管理費基準）

失格判断基準額３
(一般管理費基準）

　注１：　失格判断基準額１・２・３は，千円未満切り捨て。

　注２：　失格判断基準額１・２・３は，入札者の各相当額が下回った場合，落札不適当。

　注３：　失格判断基準額４は，１を下回った場合，落札不適当。

建設工事における数値的判断基準等の概要

失格判断基準額４
(元下請適正化基準）

失格判断基準額１
(純工事費基準） 適　用　外

想定下請入札率＝下請金額の合計額÷Σ（各細別の下請金額÷各細別の入札率）

　　設計額における純工事費相当額 ×０．９７　＋　 設計額における現場管理費相当額×０．７５

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＋　 設計額における一般管理費等 ×０．６５

入札者の純工事費相当額が，設計額の純工事費相当額に
９０％を乗じた額を下回る場合については，設計額の純
工事費相当額の９０％に置き換える

入札者の純工事費相当額が，設計額の純工事費相当額を
上回る場合については，設計額の純工事費相当額に置き
換える

当分の間は，適用外とする。

設計額における現場管理費相当額×０．７

設計額における一般管理費相当額×０．６

（直接工事費における想定下請入札率÷入札率）

全入札者の純工事費相当
額の平均額×０．９７

全入札者から純工事費相
当額の最高金額の１者と
最低金額の１者を除外し
た入札者の純工事費相当
額の平均額×０．９７

    ただし，その額が設計額に10分の9.2を乗じて得た額を超える場合にあっては設計額に10分の9.2を乗じて
得た額とし，設計額に10分の7.5を乗じて得た額に満たない場合にあっては設計額に10分の7.5を乗じて得た
額とする。



建設工事における条件付一般競争入札（総合評価落札方式）のフロー

ＮＯ

ＹＥＳ

ＮＯ

ＹＥＳ
ＮＯ

ＹＥＳ

ＮＯ

ＹＥＳ

ＮＯ

ＹＥＳ

ＮＯ

ＹＥＳ
ＮＯ

ＹＥＳ

ＮＯ

ＹＥＳ

ＹＥＳ

（入札参加資格確認書類の提出）
入札公告の条件を満たしているか。

落札不適当

契　約　締　結

開　札

落　札　決　定

落札不適格

工事費内訳書・総合評価技術資料を提出
し，入札金額と工事費内訳書の金額が一致
しているか。

無効

（総合評価裏付け資料の提出）
総合評価の裏付け資料の確認し，評価点の
減点がないか。また，減点はあったが，順
位の変動がないか。

（履行能力確認調査回答書の提出）
履行能力確認調査において，落札者として
適当か。
ただし，東日本大震災に関連する災害復旧
等の工事については，誓約書を提出し，履
行能力確認調査回答書の提出（履行能力確
認調査）を省略する。

落札不適格

登録業種，登録等級，所在地，優遇措置条
件を満たしているか。

総合評価点を算出し，最高評価点者を落札
候補者とする。

調査基準価格を下回っているか。

調査基準価格を下回っているか。

(調査基準価格を下回っている全入札者を調査）
数値的判断基準の失格判断基準額額１～４
を，すべてクリアするか。
※１　有効入札者が３者未満の場合，
　　失格判断基準額１は適用しない。
※２　当分の間は，
　　失格判断基準額４は適用しない。



建設工事における条件付一般競争入札（総合評価落札方式以外）のフロー

ＹＥＳ

ＹＥＳ
ＮＯ

ＹＥＳ

ＹＥＳ

ＹＥＳ
ＮＯ

ＹＥＳ

ＹＥＳ

ＹＥＳ

調査基準価格を下回っているか。

（履行能力確認調査回答書の提出）
履行能力確認調査において，落札者として
適当か。
ただし，東日本大震災に関連する災害復旧
等の工事については，誓約書を提出し，履
行能力確認調査回答書の提出（履行能力確
認調査）を省略する。

落　札　決　定

契　約　締　結

落札不適当

ＮＯ

最低価格者を落札候補者とする。
（無効・落札不適当・落札不適格者を除
く）

（入札参加資格確認書類の提出）
入札公告の条件を満たしているか。

落札不適格
ＮＯ

ＮＯ

(調査基準価格を下回っている全入札者を調査）
数値的判断基準の失格判断基準額額１～４
を，すべてクリアするか。
※１　有効入札者が３者未満の場合，
　　失格判断基準額１は適用しない。
※２　当分の間は，
　　失格判断基準額４は適用しない。

落札不適当

調査基準価格を下回っているか。

ＮＯ

開　札

工事費内訳書を提出し，入札金額と工事費
内訳書の金額が一致しているか。

無効

登録業種，登録等級，所在地，優遇措置条
件を満たしているか。

落札不適格

ＮＯ


